
平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 款名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 土木費 県単水防事業費 県単水防事業費 433 433
適切な水防活動を実施するため、水防計画の作成や水防資材の補
給等を行う。

防災・減災対策を
進める体制づくり

県土整備部 土木費 建築基準法施行費 被災建築物震後対策事業費 1,331 1,331

地震後の余震等による二次災害を防止するために、被災建築物を
対象に応急的に危険度の判定を実施する必要があるが、そのため
に一定数の判定士を確保する必要があり、建築士等の資格保持者
を対象に養成講習等を行い、判定士の認定及び登録を行う。ま
た、応急危険度判定制度について、広く県民の理解を得るため、
普及啓発を実施する。

防災・減災対策を
進める体制づくり

県土整備部 土木費 建築基準法施行費 建築物耐震対策促進事業費 54,150 54,150
地震に対する建築物及びまちの安全を確保するため、耐震診断が
義務付けられた建築物に対する耐震診断費及び耐震改修費の補助
を市町とともに行う。

防災・減災対策を
進める体制づくり

県土整備部 土木費 開発管理費 宅地耐震化推進事業費 7,000 3,500

大地震時の被害が大きい大規模盛土造成地の滑動による住宅被害
を軽減するため、県内の大規模盛土造成地の変動予測調査を実施
し、その結果を公表することで、県民の崩落被害に関する理解を
深め危険箇所の対策工事につなげることにより、安全なまちづく
りを推進する。

防災・減災対策を
進める体制づくり

県土整備部 土木費
住まい安心支援事
業費

待ったなし！耐震化プロ
ジェクト

94,709 83,209

安全で安心な住まいやまちにするため、倒壊の可能性が高い昭和
56年以前に着工された木造住宅等の所有者に対して、耐震化に関
する必要な情報の提供と、無料耐震診断や補強工事補助等を行
う。

防災・減災対策を
進める体制づくり

県土整備部 土木費
河川海岸管理事業
費

河川海岸管理事業費 2,684 ▲ 420,146
河川機能の支障発生を防止し、適正な利用がなされるように、水
質事故対策、家電製品の不法投棄対策、未登記土地の登記整理及
び水害統計調査を実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 河川調査費 県単公共事業 24,947 24,947 河川事業の整備計画策定等のため、調査・測量等を実施する。
治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
河川台帳整備事業
費

河川台帳整備事業費 5,047 ▲ 5,953
二級河川の現況を明らかにし、河川の維持管理を適切に行うた
め、河川現況台帳の整備を順次実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
市町村河川事業指
導監督費

市町村河川事業指導監督費 211 0
市町が実施する河川事業が適正に執行されるよう指導監督を行
う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
県単河川局部改良
費

県単公共事業 818,667 16,667
一級河川の指定区間及び二級河川において、事業規模の小さい工
事箇所や防災上緊急を要する箇所の改良工事等を実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
県単河川局部改良
費

受託事業 30,825 0
市町・他団体等からの依頼により、受託事業として河川事業を実
施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
直轄河川事業負担
金

直轄事業負担金 3,978,598 598
国が施工する河川・ダム事業について、河川法等の規定に従い、
費用の一部を負担する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
河川整備交付金事
業費

国補公共事業 3,546,355 3,264

一級河川の指定区間及び二級河川において、浸水被害を軽減する
ための河道拡幅や横断構造物の改築等の洪水防止対策の実施、南
海トラフ地震による被害を軽減するための耐震性能を備えた堤防
の整備や河口部の水門・樋門の耐震対策の実施及び円滑で効率的
な運用を行うための排水機場や水門・樋門の各施設の延命化措置
等の対策を実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
河川整備交付金事
業費

受託事業 364,350 0
市町・他団体等からの依頼により、受託事業として河川事業を実
施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 宮川堰堤管理費 宮川堰堤管理費 31,594 ▲ 7,177

宮川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・
財産の浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を発電や水道等
への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム
機能が確実に発揮できるように管理を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進
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県土整備部 土木費 宮川堰堤維持費 県単公共事業 203,086 16,793

宮川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・
財産の浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を発電や水道等
への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム
機能が確実に発揮できるように各種設備の点検・修理を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 君ヶ野堰堤管理費 君ヶ野堰堤管理費 18,680 11,496

君ヶ野ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生
命・財産の浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を発電や水
道等への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、
ダム機能が確実に発揮できるように管理を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 君ヶ野堰堤維持費 県単公共事業 102,870 20,829

君ヶ野ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生
命・財産の浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を発電や水
道等への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、
ダム機能が確実に発揮できるように各種設備の点検・修理を行
う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 滝川ダム管理費 滝川ダム管理費 4,061 4,013

滝川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・
財産の浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を発電や水道等
への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム
機能が確実に発揮できるように管理を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 滝川ダム維持費 県単公共事業 72,233 11,367

滝川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・
財産の浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を発電や水道等
への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム
機能が確実に発揮できるように各種設備の点検・修理を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 ダム対策費 県単公共事業 1,472 472
水源地域対策特別措置法に基づき策定された「新丸山ダムに係る
水源地域整備計画」の実施に必要となる経費について、同法第12
条の規定に従い、費用の一部を負担する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
治水ダム建設事業
費

国補公共事業 453,589 23,330
二級河川加茂川及び鳥羽河内川の氾濫防止を目的として、鳥羽河
内ダムを建設する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
治水ダム建設事業
費

受託事業 31,000 0
鳥羽市からの依頼により、受託事業として鳥羽河内ダムを建設す
るための工事用道路建設に合わせた鳥羽市道建設事業を実施す
る。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
鳥羽河内ダム関連
事業費

県単公共事業 26,406 3,406
鳥羽河内ダム建設のため、国補事業に付随する国補対象外の事業
及び補助事業の円滑化を図るために必要な事業を実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 砂防調査費 県単公共事業 6,000 6,000 流域一環の砂防計画作成のため、調査・測量等を実施する。
治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
砂利等採取関係取
締費

砂利等採取関係取締事務費 1,228 ▲ 1,570

砂利等の採取に伴う土砂の崩壊、流出等による災害防止と採取跡
地の整備を図り、関係住民の安全の保持と環境保全に資するた
め、砂利採取法、採石法に基づく業者登録、採取計画認可、資格
取得試験の実施、採取場指導監督、土砂災害特別警戒区域内の特
定開発行為許可を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 県単通常砂防費 県単公共事業 76,000 0
下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るため、砂防えん
堤や渓流保全工の整備等を実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
県単急傾斜地崩壊
対策費

県単公共事業 100,000 0
小規模な急傾斜崩壊危険区域内の自然がけに対し、擁壁工、排水
工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設の整備その他急傾斜地の崩
壊を防止する工事を実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
直轄砂防事業負担
金

直轄事業負担金 96,053 7,053
国が施工する砂防事業について、砂防法等の規定に従い、費用の
一部を負担する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
県単急傾斜地災害
緊急対策事業費

県単公共事業 10,000 0
地域住民の安全を確保するため、住民や建物等に被害が発生した
小規模ながけ崩れ箇所の緊急的な対策工事を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進
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県土整備部 土木費
砂防整備交付金事
業費

国補公共事業 3,188,695 337,595

下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るため、土石流対
策のための砂防えん堤や渓流保全工等の整備を実施する。また、
急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけに対し、擁壁工、排水工及び
法面工等急傾斜地崩壊防止施設の整備、その他急傾斜地の崩壊を
防止する工事を実施するとともに、土砂災害警戒区域等の指定に
むけた基礎調査を実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 海岸台帳整備費 海岸台帳整備費 1,200 ▲ 45,784
海岸管理業務を適切に遂行するため、海岸法の規定による海岸保
全区域台帳の整備を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 海岸調査費 県単公共事業 3,780 3,780 海岸事業実施のため、調査・測量等を行う。
治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
県単海岸局部改良
費

県単公共事業 124,000 0
津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸
を防護し、国土の保全を図るため、海岸保全施設の改良及び補強
工事を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
井田海岸緊急保全
事業費

県単公共事業 113,000 0
侵食が激しい井田地区海岸の安全性の確保を図るため、緊急に整
備を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
海岸高潮対策（海
岸）費

国補公共事業 1,653,811 54,901

水管理・国土保全局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その
他地盤の変動等による被害から未然に海岸を防護し、国土の保全
を図るため、海岸保全施設の改良及び耐震補強、人工リーフ等の
整備を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
海岸高潮対策（海
岸）費

受託事業 4,000 0
市町・他団体からの依頼により、受託事業として海岸事業を実施
する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
海岸漂着物等処理
推進事業費

国補公共事業 15,120 3,632

海岸の良好な景観及び環境の保全や利用者の安全性・満足度の向
上を図るとともに、適切に施設を保全するため、県管理の海岸施
設に漂着した海洋ごみ等の回収・処理を行い、施設の適切な保全
を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
直轄港湾事業負担
金

直轄事業負担金 437,246 37,246
国が施工する海岸事業について、海岸法等の規定に従い、費用の
一部を負担する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
海岸侵食対策（港
湾）費

国補公共事業 188,700 10,800
侵食による被害から海岸を防護するため、堤防工、養浜工等を行
う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
海岸高潮対策（港
湾）費

国補公共事業 216,572 14,204
港湾局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤の変動
等による被害から未然に海岸を防護し、国土の保全を図るため、
海岸保全施設の改良及び耐震補強等の整備を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費
県単災害関連推進
事業費

県単公共事業 22,422 2,422
公共土木施設の災害復旧及び改良復旧事業を行った箇所と一連の
箇所について、再度災害防止のための改良事業及び災害箇所に隣
接する脆弱箇所の解消を図る災害関連事業を実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

県土整備部 土木費 管理費 建設副産物情報管理費 657 605

公共事業から発生する建設副産物（建設発生物、建設発生土）の
再利用を図るため、建設副産物の情報を一元的に管理するシステ
ムを利用し、建設副産物のリサイクルを推進する。なお、建設副
産物のリサイクルを推進するにあたっては環境生活部とも連携し
ながら、各種取組を進める。

廃棄物総合対策の
推進

県土整備部 土木費
市町村下水道事業
指導監督費

市町村下水道事業指導監督
事務費

14,763 0
市町が実施する公共下水道、都市下水路事業が適正に執行される
よう指導監督を行う。

大気・水環境の保
全

県土整備部 土木費 流域下水道事業費
流域下水道事業特別会計繰
出金

2,577,154 2,577,154
流域下水道事業特別会計への維持管理費用、建設費用、公債費用
への繰出金。

大気・水環境の保
全

県土整備部 土木費 下水道事業諸費
同和地区公共下水道事業助
成金

30,486 30,486

遅れている同和地区の下水道整備の促進を図るために、国の財政
上の特別措置が講じられない事業に対して助成を行う必要があ
り、平成9年度から平成13年度内の実施事業に係る地方債の元利
償還額に対し、市町村の負担額が国の特別措置と同等になるよう
に助成する。

人権が尊重される
社会づくり
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単位（千円）

部局名 款名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 土木費 住環境整備事業費 住環境整備事業費補助金 11,520 3,840
市町が実施する住環境整備事業について、償還事務の適正化を図
るため、市町の償還事務費等の一部を負担する。

人権が尊重される
社会づくり

県土整備部 土木費
住まい安心支援事
業費

移住促進のための空き家リ
ノベーション支援事業

4,800 2,400

良好な居住環境を創出し、県外からの移住を促進するため、既存
住宅の活用と耐震化促進の観点から空き家等のリノベーションを
推進する。また、県外から移住を行う者等（ＵＩターン、二地域
居住等）が、県内に存在する空き家住宅・空き建築物を、住宅
（店舗併用住宅等を含む）として使用するために必要となる改修
費用等について助成を行う市町に対し支援する。

移住の促進

雇用経済部 土木費 四日市港関係諸費 四日市港振興事業費 1,529,329 1,529,329
四日市港の振興と物流を強化するため、四日市港管理組合による
国内外の企業に対するポートセールスや護岸の改修、客船の誘
致・受け入れにかかる取組を支援します。

戦略的な企業誘致
の推進と県内再投
資の促進

県土整備部 土木費 道路調査費 県単公共事業 10,788 10,788 道路事業の整備計画策定のため、測量・設計等を実施する。
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
国補道路交通調査
費

国補公共事業 41,730 27,820 幹線道路網の整備計画策定等のため、調査・設計等を実施する。
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
高規格幹線道路建
設促進費

県単公共事業 5,972 0
高規格幹線道路事業の整備促進を図るため、高規格幹線道路整備
に必要な用地交渉等の業務を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
高速道路関連施設
整備対策事業費

県単公共事業 120,000 12,000
高速道路事業の整備促進を図るため、高速道路事業と関連する河
川等の施設整備を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
直轄道路事業負担
金

直轄事業負担金 9,126,548 7,548
国が施工する道路事業について、道路法等の規定に従い、費用の
一部を負担する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
市町村道路事業指
導監督費

市町村道路事業指導監督事
務費

5,833 0
市町が実施する道路事業が適正に執行されるよう指導監督を行
う。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 国補道路改築費 国補公共事業 1,579,500 750

高規格幹線道路や港湾などの広域交通拠点等と連結し、経済活動
や地域間の連携交流を支える規格の高い幹線道路として、地域高
規格道路の整備を行う。また、完成年度が公表されている高規格
幹線道路ＩＣへの一次アクセス道路について整備を進める。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 県単道路改築費 県単公共事業 226,252 10,639
道路に対する様々な地域課題に対応するため、順次未改良区間の
改良、混雑区間の解消を行うことにより、効率的な道路のネット
ワークを形成し、県民生活の利便性・安全性を向上させる。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 県単道路改築費 受託事業 209,270 0
他県・市町・他団体等からの依頼により、受託事業として道路整
備事業を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
道路整備交付金事
業費

国補公共事業（社会資本整
備総合交付金事業）

3,223,500 1,500
道路に対する様々な地域課題に対応するため、計画的に未改良区
間の改良や混雑区間の解消を行うなど、効率的な道路ネットワー
クを形成し、県民生活の利便性の向上を図る。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
道路整備交付金事
業費

国補公共事業（社会資本整
備総合交付金（広域連携）
事業）

283,500 0

世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」を核とした広域的な交流の
促進と地域の活性化を図るため、広域的な道路ネットワークを整
備する。また、三重・滋賀交流圏域における観光入込客数を増加
させ、広域的な観光活性化を図るため、広域的な道路ネットワー
クを整備する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
道路整備交付金事
業費

国補公共事業（防災・安全
交付金事業）

5,012,373 2,730
地域住民の命と暮らしを守るため、計画的に未改良区間の改良、
通学路の交通安全対策、橋梁の耐震化を行い、地域の防災機能や
安全性の向上を図る。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
地方道路整備（改
築）事業費

県単公共事業 1,199,523 523

道路幅員狭小、線形不良など緊急に対応が必要な県管理道路の整
備や橋梁の耐震化を行うことにより、県民生活の利便性の向上や
防災機能の向上を図る。また、地域の実情に即した道路整備を実
施するため、早期に事業効果が発現できる部分的な改良など柔軟
な手法を取り入れた整備にも取り組む。

道路網・港湾整備
の推進
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単位（千円）

部局名 款名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 土木費 港湾管理費 港湾管理費 23,932 ▲ 41,575

県管理港湾施設の維持管理に係る経費及びＳＯＬＡＳ条約の対象
となっている制限区域内の不法行為を防止するために必要な経
費。また、県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図
るため、港湾審議会を開催し審議を行う。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 港湾調査費 県単公共事業 536 536 港湾事業実施のため、調査・測量等を実施する。
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 港湾統計調査費 港湾統計調査事務費 1,927 32
適切な港湾の開発利用及び管理を行うため、港湾の利用状況を明
らかにする統計調査を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 国補港湾改修費 国補公共事業 290,850 14,950
県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図るため、水
域施設、外郭施設、係留施設又は臨港交通施設の建設改良、施設
の長寿命化対策を行う。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 県単港湾改修費 県単公共事業 119,000 20,000
県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図るため、水
域施設、外郭施設、係留施設又は臨港交通施設の建設改良、施設
の長寿命化対策を行う。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 港湾整備事業費
港湾整備事業特別会計繰出
金

35,610 35,610 港湾整備事業特別会計にかかる公債費用への繰出金
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
公共土木施設維持
管理費

県単公共事業 6,491,842 854,089
県が管理している供用中の各種公共土木施設について、良好な状
態を保ち県民の日常生活の安定に寄与するため、公共土木施設の
パトロールや老朽化に伴う修繕等を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
公共土木施設維持
管理費

受託事業 54,718 0
市町・他団体等からの依頼により、受託事業として県管理の河川
堤防と兼用している市町道の除草業務等を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 道路台帳整備費 道路台帳整備費 5,623 0
道路管理事務等の円滑な遂行及び地方交付税の基礎資料とするた
め、道路台帳を整備する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費 道路施設管理費 道路施設管理費 86,001 54,186

県が管理している供用中の道路施設について、良好な状態を保ち
県民の日常生活の安定に寄与するため、道路照明灯等の維持管
理、道路モニターによる情報収集、道路賠償責任保険への加入及
びポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理等の道路施設管理を実施す
る。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
県単道路交通安全
対策費

県単公共事業 53,948 9,948
交通事故の防止と交通の円滑化を図るため、歩道設置や交差点改
良等の交通安全施設の整備を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
土木施設パトロー
ル費

土木施設パトロール事務費 39,445 39,292

道路等の公共土木施設パトロールにおいて、人員が不足する事務
所に嘱託員を配置し、適切なパトロールを実施する。また、パト
ロール員が道路等公共土木施設のパトロールを行うために必要と
なる貸与被服等を購入する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
県単災害防除施設
費

県単公共事業 177,952 15,952
県が管理している供用中の道路において、良好な状態を保ち県民
の日常生活の安定に寄与するため、道路法面（切土面、盛土面）
の危険箇所の対策を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
石油貯蔵施設立地
対策等交付金事業
費

国補公共事業 11,121 0
石油貯蔵施設に伴う周辺施設（防災道路）において、被災時の円
滑な消防活動を行うため、舗装の修繕を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
道路維持交付金事
業費

国補公共事業（防災・安全
交付金事業）

4,464,592 1,168

道路施設の適切な維持管理による県民の日常生活の安定に寄与す
るため、道路法に基づく老朽化対策、通学路等の交通安全対策、
道路法面（切土面、盛土面）の危険箇所の対策及び傷んだ舗装の
修繕等を実施する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木費
防衛施設周辺民生
安定施設助成事業
費

国補公共事業 18,971 1,131
防衛施設に伴う周辺施設において、一般車両の円滑な通行を行う
ため、舗装の修繕を実施する。

道路網・港湾整備
の推進
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県土整備部 土木費 都市計画審議会費 都市計画審議会費 1,651 1,651

都市計画に関する事項を十分に調査審議のうえ、都市計画が決定
（変更）されることを目的に、学識経験者、県議会議員、市町長
の代表、市町議会議長の代表、関係行政機関の職員で構成する県
都市計画審議会を開催する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
市町村都市計画事
業指導監督費

市町村都市計画事業指導監
督事務費

3,742 0
市町が実施する都市計画事業が適正に執行されるよう指導監督を
行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
基本都市計画策定
事業費

総合都市交通体系調査費 3,016 2,116
総合都市交通計画を検討するため、都市計画法第6条（都市計画
に関する基礎調査）に基づき、総合都市交通体系調査を実施す
る。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
美しい景観づくり
推進事業費

みえの景観づくり推進事業
費

5,328 ▲ 37,793

県の良好な景観を形成するため、三重県景観計画等に基づく届出
制度等を円滑に運用するとともに、市町による主体的な景観づく
りを促進するため、市町への派遣等の支援を行う。また、良好な
景観の形成、風致の維持、公衆に対する危害の防止のため、屋外
広告物の設置について必要な規制等を行う。さらに、協働による
地域の個性豊かで魅力ある景観を生かしたまちづくりを進めるた
め、職員協働研修を実施する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
都市計画策定事業
費

都市計画策定事業費 14,760 14,760

健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保するための
土地利用及び都市施設の整備を推進するとともに、人口減少・超
高齢化社会に対応した持続可能性の高い都市構造を実現するた
め、都市計画区域マスタープラン改定を実施する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
復興都市計画清算
事業費

都市計画土地区画整理事業
清算基金積立金

273 0
三重県都市計画区画整理事業清算基金を適切に管理するため、基
金の運用及び運用利子の積立を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 県単街路事業費 受託事業 23,000 0
市町・他団体等からの依頼により、受託事業として街路事業を実
施する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 県単街路事業費 県単公共事業 500 250
補助事業箇所の支援のため、補助対象とならない取り付け道路な
ど本線に関連する施設の整備を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 国補街路事業費 国補公共事業 201,585 6,996

公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特性
に即して、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向上又
は快適な生活環境の確保を図るため、一定の地域において一体的
に街路整備を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
無電柱化推進事業
費

国補公共事業 61,180 2,423
安全で快適な通行空間の確保、都市景観の向上、都市災害の防止
などを図るため、電線類の地中化を図るとともに、道路の地下空
間を活用して、光ファイバーや電力線などをまとめて収容する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
街路整備交付金事
業費

国補公共事業 556,768 18,158

公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特性
に即して、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向上又
は快適な生活環境の確保を図るため、一定の地域において一体的
に街路整備を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 街路調査費 県単公共事業 2,268 2,268 街路事業の整備計画策定等のため、調査・測量等を実施する。
安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
ウォークギャラ
リー整備事業費

県単公共事業 2,800 334
電線類の地中化に伴い、補助事業対象とならない道路区域外の民
地等に電線を引き込むため、管路設備工事を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 国補公園事業費 国補公共事業 15,876 804
県民にスポーツと憩いの場を提供するため、県営公園の整備を行
う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
県単公園維持管理
費

県単公共事業 251,538 245,262
県民が安全で安心して利用できる公園とすることを目的に、県営
公園の維持管理を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
都市公園等一体整
備促進事業費

県単公共事業 79,727 20,727
県民にスポーツや憩いの場を提供するため、県営公園の整備を行
う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
直轄公園事業負担
金

直轄事業負担金 49,388 5,388
国が施工する国営公園木曽三川公園事業について、都市公園法等
の規定に従い、費用の一部を負担する。

安全で快適な住ま
いまちづくり



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）
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県土整備部 土木費
都市公園安全対策
事業費

国補公共事業 159,814 2,474
県民が安全で安心して利用できる公園とすることを目的に、県営
都市公園施設の長寿命化計画をもとに計画的な施設の修繕・更新
を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 建築基準法施行費 建築基準法施行事務費 11,137 ▲ 3,238

新築等建築物が、建築基準法及び関係法令に適合するよう、審
査・検査等を厳格かつ円滑に実施すること、及び既存建築物が良
好に維持保全されるよう指導助言することを目的に、専門的知識
を持つ職員の育成や会議による情報共有、建築審査会の開催、建
築行政共用データベースシステムの利用契約等を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 建築基準法施行費
指定道路図等保守管理事業
費

4,998 0
建築基準法施行規則等の一部を改正する省令に基づき作成した指
定道路図等の保守管理のため、業務委託を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 建築士法施行費 建築士法施行事務費 258 258
建築士法の適正な施行のため、建築士審査会の開催・運営を行
う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
宅地建物取引業法
施行費

宅地建物取引業法施行事務
費

4,657 ▲ 12,890

県内の消費者と宅地建物取引業者の対等で適正な取引を確保し、
良質な宅地や建物の流通に資するため、宅地建物取引業免許事務
等処理システムを活用して適切な事務処理を実施する。また、宅
地建物取引士証の更新時に交付する宅地建物取引士証の作成等の
委託、宅地建物取引に係る苦情相談業務の委託や人権に関する啓
発資料の作成等を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 開発管理費 開発管理事務費 1,108 ▲ 22,570
都市の計画的市街地化を図り、安全な宅地造成を求めることによ
り、まちづくりに寄与するため、都市計画法等の法令に基づく規
制を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 開発管理費
開発許可システム電算関係
経費

2,092 0

開発許認可事務の効率化・省力化を進め、県民サービスの向上を
図るため、都市計画法等の法令に基づく開発許認可の情報を一括
管理し、許認可等の事務をサポートする電算システムを構築し、
適正に維持管理を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
市町建築指導監督
費

市町建築指導監督事務費 536 0
市町が実施する狭あい道路整備等促進事業が適正に執行されるよ
う指導監督を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 建物統計調査費 建物統計調査事務費 568 0
建築物の動態を明らかにするため、建築物及び住宅に関する基礎
資料をまとめ、国土交通省へ報告する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
住宅金融支援機構
費

住宅金融支援機構事務費 150 0

独立行政法人住宅金融支援機構（以下「同機構」という）から融
資を受けて建設した災害復興建築物又は被災建築物について、同
機構の技術基準に基づいているか審査するため、限定特定行政庁
へ再委託を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 公営住宅管理費 公営住宅管理事務費 661,249 ▲ 103,070
住宅に困窮する低所得者に低廉な家賃で県営住宅を提供するとと
もに、県営住宅の点検および修繕を行うなど適切な維持管理を実
施する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
市町住宅事業指導
監督費

市町住宅事業指導監督事務
費

2,500 0
市町が実施する住宅事業が適正に執行されるよう指導監督を行
う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費
住まい安心支援事
業費

安心住まい支援事業費 2,243 ▲ 4,852

耐久性に優れた長寿命住宅の普及に取り組むため、長期優良住宅
の普及の促進に関する法律に基づく計画認定事務等を適切に実施
する。また、高齢者、障がい者、外国人、子育て世帯等、住宅の
確保に特別の配慮を要する者が民間賃貸住宅に円滑に入居できる
ようにするため、居住支援活動を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 公営住宅建設費 国補公共事業 146,274 28,044

既存県営住宅の施設の長寿命化のため、外壁改修および屋上防水
工事等を行うとともに、安全、安心および快適な住環境整備のた
め、住戸内の改修工事を行う。また、老朽化した県営住宅の解体
工事を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 土木費 管理費
公共事業電子調達システム
事業費

113,967 36,017
公共事業の調達手続きにおける受発注者の入札事務の効率化や、
調達事務の透明性・公平性の向上を図るため、公共事業電子調達
システムの運用管理を行う。

公共事業推進の支
援
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県土整備部 土木費 管理費
公共工事進行管理システム
事業費

4,807 0
公共事業実施にあたり、予算執行の状況把握、適切な予算管理、
事務プロセスの統一による効率化・コスト縮減を図るため、公共
工事進行管理システムの運用管理を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 管理費
公共事業支援統合情報シス
テム事業費

1,936 0

公共事業における適切で迅速な意思決定や事業実施におけるマネ
ジメント、施設供用後の適切な維持管理など、事務処理の効率
化・高度化を図るため、公共事業の成果品の公共事業情報への電
子化取組（ＣＡＬＳ／ＥＣ）と、公共事業情報を利活用するため
の情報共有基盤（公共事業情報統合データベース）の運用管理を
行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 管理費
公共工事設計積算システム
事業費

25,336 0
公共事業の積算業務の省力化・迅速化を図るため、公共工事設計
積算システムの運用管理を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 管理費 設計単価等調査費 16,800 0
公共事業の積算業務の効率化や客観性・透明性の向上を図るた
め、予定価格算出に用いる労務単価、資材単価の実勢価格調査を
実施する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 管理費 管理事務費 819,985 809,609 県土整備部の円滑かつ適切な管理運営を行うための経費
公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 管理費
公共工事総合評価落札方式
運用費

255 11

三重県及び県内の市町等が発注する工事及び調査・設計等業務を
総合評価方式で実施するにあたり、地方自治法施行令第167条の
10の2第4項及び第5項に基づく学識経験者から意見聴取を円滑か
つ効果的に実施するため、三重県公共工事等総合評価意見聴取会
の運営等を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費
公共用地取得対策
費

県単公共事業 283,266 283,266
県土整備部が施行する公共事業用地の取得及びこれに伴う損失の
補償に関する業務を土地開発公社に委託する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 登記対策費 登記対策事務費 17,917 17,878

県が公共事業用地として取得した土地の所有権移転登記手続きを
速やかに行うための登記事務嘱託員の人件費。また、過去に公共
事業用地として取得したものの、所有権移転登記がなされていな
い未登記土地の解消を図るため関係者の協力を得ながら、調査、
測量登記事務等を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 公有財産管理費 公有財産管理事務費 295 ▲ 34,000
道路の新設改良、河川改修または海岸堤防の新設により発生した
廃道・廃川・廃浜敷等の普通財産の管理・処分及び国土交通省所
管法定外財産の適正な管理を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 公有財産管理費 公有財産管理関係事務費 86,469 86,248 目的財産の管理等を行うための管理事務嘱託員の人件費
公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費
土地収用法事業認
定費

土地収用法事業認定事務費 502 28
公共の利益の実現のため市町等が必要な土地を土地収用法に基づ
いて取得をするために行う事業認定申請（知事認定）に対して、
同法第20条に基づく事業認定に関する処分を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費
公共事業用地先行
取得資金貸付金

公共事業用地先行取得資金
貸付金

3,000,000 0
公共事業用地を円滑に取得するため、公有地の拡大の推進に関す
る法律に基づいて土地開発公社が先行取得を実施する際に必要と
なる用地補償費を先行取得資金として貸し付ける。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費
公共事業評価制度
事業費

公共事業評価制度事業費 878 874

公共事業の実施プロセスの公正性・透明性を確保し、事業の適正
な実施を図るため、公共事業評価制度に基づき、外部委員である
三重県公共事業評価審査委員会で再評価・事後評価の審査を実施
する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 建設統計調査費 建設統計調査事務費 947 0
建設工事及び建設業の実態を明らかにすることで、国の財政、経
済政策、建設行政等における基礎資料とし、各種施策に反映す
る。

公共事業推進の支
援
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県土整備部 土木費 建設業指導監督費 建設業指導監督事務費 58,207 ▲ 82,545

建設業を営む者の資質向上、建設工事の請負契約の適正化等を図
るため、許可制度や経営事項審査制度の適正な運用など、指導監
督を行う。また、公共工事の品質と適正な施工を確保するため、
入札契約制度の改善に取り組むとともに、建設業の活性化を図る
ため、新三重県建設産業活性化プランを推進する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 営繕費 営繕事務費 1,682 1,016
県有建築物の適正な整備を目的に、適正な工事予定価格を積算す
るため、営繕工事の設計単価等を維持・更新する。また、工事目
的物の品質を確保するため、技術・知識の向上研修に参加する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 検査管理事務費 検査及び検査員研修事務費 103,693 103,693

適正な工事検査により契約の履行を確保するため、研修会の受講
等による検査員の資質向上を図るとともに、職員の技術向上に向
けて、検査員と工事担当職員を対象に意見交換会等を実施する。
また、工事検査の中立性・公平性を確保するため、実地検査業務
を外部に委託する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費
未登記処理対策事
業費

未登記処理対策事業費 1,529 1,529
県管理道路内の未登記を解消するため、所有権移転登記等を行
う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 土木費 管理費 人件費 5,736,541 5,730,908 県土整備部職員の人件費。 人件費
県土整備部 土木費 宮川堰堤管理費 人件費 69,802 25,338 宮川ダムの維持管理に係る県土整備部職員の人件費。 人件費
県土整備部 土木費 君ヶ野堰堤管理費 人件費 71,699 55,638 君ヶ野ダムの維持管理に係る県土整備部職員の人件費。 人件費
県土整備部 土木費 滝川ダム管理費 人件費 5,053 4,993 滝川ダムの維持管理に係る県土整備部職員の人件費。 人件費

県土整備部 土木費
土木施設パトロー
ル費

人件費 892,074 342,074
県管理道路における土木施設のパトロール、軽微な維持補修に係
る県土整備部職員の人件費。

人件費

県土整備部 土木費 管理費 交際費 72 72
県土整備部長がその職務を遂行するうえで必要とする慶弔費及び
催事参加のための経費。

その他


